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速 65km/h 以上の加速時には電動モータによるアシスト

を停止し、エンジン単独にて駆動した。一方、モデル車

C は、エンジン最適効率曲線上にてエンジンを運転する

ように電動モータによる力行/回生制御を行った。これに

伴い、エンジン低回転・高トルク領域にてエンジンのト

ルク変動が抑えられた運転ができ、排出ガス温度が増加

したと考えられる。 

ここで、現状市販されているポスト新長期排出ガス規

制適合車両の多くに SCR 触媒が搭載され、NOx（窒素酸

化物）の浄化を行っている。この SCR 触媒の活性化温度

は約 200℃とされ、この温度域を下回ると SCR 触媒によ

る NOx 還元反応が十分に行われず NOx を低減すること

が困難となる(5)。本排出ガス温度結果はエンジン出口直

下のため純粋に触媒温度を示すものではないが、再度図

5 に注目すると、市販ハイブリッドトラックの制御を再

現させたモデル車 A、B の排出ガス温度は、郊外路の一

部や高速路を除き、多くが 200℃を下回っている。特に、

発進時に電気モータ単独走行を行うモデル車Bの市街地

走行では、モデル車 A の排出ガス温度よりもさらに低下

している。このことから、モデル車 A と B はディーゼル

トラックよりも燃費は改善するが、排出ガス特性は悪化

することが懸念される。 

参考として、2 章にてハイブリッド制御ロジックの調

査に用いた市販ハイブリッドトラックと市販ディーゼル

トラック（新長期排出ガス規制適合車両：EGR 機能付、

SCR 触媒なし）で、シャシダイナモ試験装置による排出

ガス試験を行った。ハイブリッドトラックの NOx 排出量

は、表 4 に示すようにコールド、ホットスタート条件と

もディーゼルトラックよりも悪化する傾向を確認してい

る。更なる NOx 低減には当該ハイブリッドトラックに

SCR 触媒を搭載する方法も考えられるが、排出ガス温度

低下の影響により十分に触媒が機能せず、NOx が低減で

きないことが懸念される。 
 

４．まとめ 

ハイブリッド・パワートレイン台上試験システムにて、

ハイブリッドトラックを仮想的に再現し、JE05 モードを

走行した場合に排出ガス温度の低下を防ぎつつ燃費向上

を図るハイブリッドアシスト制御について考察した。 

（１）エンジン最適効率曲線上にてエンジンを運転させる

ハイブリッドトラックでは、ディーゼルトラックと同等

の排出ガス温度で、約 22%の燃費改善効果を得た。 

（２）市販ハイブリッドトラック相当の制御を行うと、デ

ィーゼルトラックに比べ燃費が約 12%改善した。一方、

平均排出ガス温度は約 10℃低下し、排出ガス後処理装置

の触媒活性化温度域への到達頻度が減少し、排出ガス後

処理装置による NOx 浄化性能が悪化すると考えられる。 

今後、ハイブリッド・パワートレイン台上試験システム

に排出ガス計測装置の整備を進め、各種制御を有するハイ

ブリッドトラックの排出ガス特性を調査する。 
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図 6 各モデル車におけるエンジン，モータ，排出ガス温

度の特性（JE05 モード高速走行区間） 

表 4 実ハイブリッドトラックの NOx 排出量（JE05）

Diesel Truck

HEV Truck

3.00

3.70

JE05 (Hot)

5.01

5.63

JE05 (Cold)NOx [g/kWh]

 

 

 
 

 重量車における環境性能の今後の方向性に関する調査 

 
環境研究領域       ※小林 雅行  新国 哲也  奥井 伸宜  小鹿 健一郎 

 
 

１．は じ め に 

トラックやバスなどこれら重量車に関して、排出ガス

の低減やCO2低減など環境性能を向上させるための研究

開発が 1990 年頃から 2010 年頃の間に盛んに行われ、こ

の結果ディーゼルエンジンを用いた重量車は排出ガスの

クリーン化が一層促進された。 

一方、天然ガスやバイオ燃料などを利用して石油燃料

の依存度低減によるエネルギーセキュリティー（以下：

セキュリティー）の向上を目的とした研究や、さらなる

低エミッションと低燃費を目的として進められたこれら

代替燃料を用いた次世代大型車両は、国主導のプロジェ

クトなどにより技術開発支援が行われてきたが市場での

普及は低迷している。 

本研究では、代替燃料を用いた次世代大型車両の普及

が低迷している要因とこれを踏まえた大型車両に関する

技術研究の方向性について検討した結果を報告する。 

 

２．代替燃料を用いた次世代大型車の開発と見通し 

2.1. 次世代大型車の開発  

国土交通省、経済産業省などが行ったプロジェクトに

より推進された代替燃料を用いた次世代大型車の開発に

ついて表 1 に示す。これまでに多種多様な燃料を用いて

ポスト新長期排出ガス規制を達成させるエンジン技術の

開発が行われた。また、代替燃料以外の技術開発も行わ

れ、中型車両やバスを対象としたハイブリッド車両の開

発や従来ディーゼルエンジンの技術開発も行われた。 

こうした代替燃料の導入や先進的なエンジン技術の開

発により、これまでに排出ガスや CO2の低減など環境性

能の向上、燃料の多様化によるセキュリティーの向上と

これら技術の蓄積が進んだ。当研究所ではこうした技術

開発の支援業務および技術評価と並行し、次世代車両に

関する技術基準策定などの業務を進めてきた。 

2.2. これまでの動向と将来の見通し 

前項に記したように、これまでに排出ガス低減や CO2

低減など環境性能向上技術の開発やセキュリティー向上

方策について、多種多様な方法により行うことが可能で

あることが、エンジンや車両を製作しベンチ評価や実車

走行評価により実証されてきた。こうした結果について

は管轄した各省庁や当研究所において報告されている。 

当研究所フォーラムでの報告では、こうして開発され

た技術や代替燃料がどのように導入され普及していくか

の見通しについても記している。2005 年の報告では、CO2

排出量の削減と PM、NOx の抜本的解決に対する代替燃

料の使用方法について研究開発を進めてきたことを記

し、各種燃料に対するエンジン性能や耐久性と排出ガス

性能の評価考察および課題出し、燃料の規格化やインフ

ラ整備に関する課題出しが行われ、基本技術の開発が完

了したことを報告した。将来の見通しとしては大枠とし

て世界の一次エネルギーについてバイオマスと天然ガス

由来の燃料割合が増加する（図 1）という予測を横目に

その他の燃料種も含め広い範囲でどういったことが可能

かを記した。 

Figure.1 自動車燃料とエンジンの現状と将来
（2005年報告資料より：当研究所員が独自に作成） 

技術開発 目的 技術や特徴

DMEトラック 低排出ガス DME用燃料噴射システム

GTLトラック 低排出ガス GTL対応エンジンシステム

FTDトラック
(BDF)

低排出ガス
FTDニート（100%）対応
エンジンシステム

CNGトラック
低排出ガス
低CO2排出
燃費向上

CNG用燃料噴射システム
（ポート噴射，筒内直接噴射）

LNGトラック
低排出ガス
低CO2排出
長距離走行

LNG用燃料供給システム

LPGトラック 低排出ガス LPG用燃料噴射システム

水素ｴﾝｼﾞﾝ 超低排出ガス 水素用燃料噴射システム

ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝ
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
(軽油ｴﾝｼﾞﾝ)

超低排出ガス
従来軽油エンジンに各種新技術
（高圧噴射，高圧低圧EGRなど）

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾄﾗｯｸ・ﾊﾞｽ
低排出ガス
燃費向上

CNG，DME，LNG＋モータシステム
キャパシタ，ハイブリッド制御

Table.1 各種技術開発とその特徴 



－ 110 －

 

 

2007 年の報告では、これまでの技術の実用化と普及促

進を主とした新プロジェクトの中間報告と共に、代替燃

料について導入分野やどういった使われ方となるかを記

している。普及に関する記述では、CO2 低減を課題とし

たときに、「短中期的に石油系燃料の一部を CO2 排出量

のより少ない特性を有する非石油系燃料により代替しつ

つ、長期的には「再生可能エネルギー」への転換を進め、

「自然と調和した持続可能な社会」を形成していく必要が

ある」とした概念を説明したうえで、各種燃料の特徴と

技術的課題および研究の方向性と今後の展開について記

し、いずれの燃料種についても引き続き発展してくため

の方法を示した。 

また、この年は CO2排出削減を主体に記述が進められ

ており、日本における一次エネルギー消費量シナリオ（図

2）について紹介している。CO2排出を 70%削減するため

のシナリオを例として各種燃料の割合が示されている。

ここでは原子力の構成比率が高めであるのが特徴的に見

える。さらに、プロジェクト報告まとめにおいて、地球

温暖化対策に関して気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）の最新報告があったことを記し、これまでに主

として進めてきた低排出ガス技術の進展と共に燃費改善

（CO2低減）が重要課題であると記した。 

2009 年の報告では、技術的な報告はなく図 3 に示すよ

うなエネルギー源と燃料および動力システムの関係を示

し、CO2 排出をほぼセロとするための代替燃料の導入分

野について、大型車両に限らず走行距離などの車両の特

徴、排出ガスなどのエンジンの特徴を踏まえ具体的に記

している。また、代替エネルギーとしては天然ガスやバ

イオマスからの改質で得られる燃料種が多種ありこれら

を利用するときに排出されるCO2および消費エネルギー

を比較して低炭素化に対する有効性を記した（図 4）。 

2010 年の報告では、2009 年の報告内容にプラスして代

替燃料の環境性能の実験データを用いて熱効率、PM 排

出、CO2排出の相対的な関係を示し（図 5）、代替燃料自

動車をどういった用途で使用すべきか将来に向けた提案

を行っている。 

本研究所でのこれまでの報告では排出ガスやCO2に関

する課題の提起に始まり、その対策技術の開発状況や評

価の報告、さらに車両特性から実際にどういった分野（用

途）で使用すべきかの考察、製造から使用までの効率の

比較検討など、低炭素社会へ向けた方向性の提案を行っ

てきた。こうした技術動向の見通しは記述してきたが、

実際の普及見通しの予測は難しい。 

Figure.4 GHG 排出量と全エネルギー消費効率２）

（2009年報告資料より） 
Figure.2 日本における CO2排出 70%削減を

可能とするエネルギー構成例１）（2007年報告資料より） 

Figure.3 エネルギー資源と自動車用燃料および動力
システム（2009年報告資料より：当研究所員が独自に作成） 

Figure.5 新燃料自動車の適用範囲
（2010年報告資料より：当研究所員が独自に作成） 

 

 

３．エネルギーセキュリティーと総合効率 

第 2 章では、これまでに行ってきた報告内容を参照し、

次世代車両の技術開発動向や代替燃料について排出ガス

やCO2排出特性ならびに車両の適用範囲の考察や提案を

述べてきた。本章ではこれまでに述べきれていないセキ

ュリティーや車両の総合効率から見える次世代車両の方

向性について述べる。本調査で用いる総合効率は、

Well-to-Wheel（WtW）におけるエネルギー消費率を示す。 

3.1. エネルギーセキュリティー 

代替燃料のこれまでの報告では、代替としての技術的

方法の意味合いが強く、将来的な原油枯渇問題やオイル

ショックまたは震災などの非常時に対するセキュリティ

ーの意味合いは少ない。現在、自動車用燃料のほぼすべ

てが石油由来のガソリンと軽油であるため、石油依存度

の低減はセキュリティー向上の上で喫緊の課題である。 

重量車に対応する代表的な代替燃料の燃料インフラ、

燃料量、車両の生産数、燃料単体および WtT の CO2排出

率について表 2(左)に示す。なお、各項目について記号を

用いて軽油との相対関係を記した。「燃料量」については

天然ガスと LPG の生産量が多い。その他の燃料の生産量

はごく僅かであるが、DME、GTL、水素などは天然ガス

やその他の燃料源から製造が可能であるため、燃料の多

様化としては有効である。「インフラ」についてはタクシ

ーでの利用が多い LPG が比較的多い（約 1900 箇所３））。

続いて天然ガスが多く（314 箇所４））これらの利用がセ

キュリティーに有効であるが絶対数は少ない。LPG イン

フラは大型車乗り入れ対応の必要箇所が多い。DME は

LPG と特性が似ているとされるが、実際は LPG インフ

ラをそのまま使用できない。GTL や BDF は軽油との混

合を前提とすれば現状の軽油インフラが利用できる。 

 

このように代替燃料に関して、多様化はこれまでにも

報告があったように技術的問題はおおむねクリアされて

きている。一方で、生産量と供給設備数としてのセキュ

リティー向上の取り組みが引き続き必要である。近々の

情勢としてはシェールガス革命の動向を鑑みると天然ガ

スの利用がキュリティーとして効果的であると考える。 

3.2. 総合効率 

代替燃料車の導入により排出ガスやセキュリティーの

向上が技術的に行えることは記したとおりである。しか

しながら、図 4 で示したように WtW で CO2排出量が軽

油に対して増加する燃料を使用すると、セキュリティー

は向上できても低 CO2 化にはならない。この値は 2007

年作成であるため、最新の技術動向を踏まえて算出され

た 2011 年の WtW 値５）を表 2(右)に示す。バイオマス由

来のBDFはWtWでCO2排出を大幅に減らすことが可能

である。水素も CO2 排出を大幅に低減可能であるが、

WtTで示されるように燃料製造過程を上手に選択する必

要がある。これら BDF と水素は生産量やインフラの改善

によりセキュリティー向上と低CO2化の両立が可能であ

る。天然ガスもバイオマスや水素に次いで CO2排出低減

に有効であり、供給量としてはセキュリティーへの有効

性が高く前項で記したようにインフラの改善によって低

CO2化との両立が可能である。DME や GTL は製造過程

においてエネルギーを多く消費しCO2排出が軽油よりも

増加する結果となることから、製造技術の改善またはバ

イオマスからの生成によりセキュリティーの向上と低

CO2 化の両立が可能である。また、エネルギー消費が多

いことからコスト高になるためコスト低減に向けた取り

組みが必要である。なお、水素はエネルギー密度を考え

ると燃料電池の利用が想定されるがトラックでの実用化

はまだ遠いとされる。 

ｲﾝﾌﾗ 量

◎ ◎ ◎ ● 72.3 1.00 ○ 8.7 1.00 ● 132.0 1.00 ● 1.84 1.00

▲ △ ▲ △ 66.3 0.92 △ 17.4 2.00 △ 136.4 1.03 ▲ 2.46 1.34

▲ ▲ (軽油車） ● 70.7 0.98 △ 20.8 2.39 ▲ 149.1 1.13 ▲ 2.71 1.47

パ ▲ ▲ ◎ -66.8 -7.68 ◎ 15.4 0.12 ○ 1.80 0.98 パ

廃食 △ △ ◎ -74.3 -8.54 ◎ 3.1 0.02 ○ 1.68 0.91 廃食

CNG ● ○ ○ CNG

LNG ▲ ○ ▲ LNG

○ ● ● △ 66.1 0.91 ● 11.2 1.29 ● 130.6 0.99 △ 1.93 1.05

天 ▲ 108.4 12.46 ○ 79.1 0.60 ◎ 1.38 0.75 天

太 △ 19.3 2.22 ◎ 14.0 0.11 ◎ 1.15 0.62 太

BDF

11.3

LPG

水素

天然
ガス

●

◎ 0

56.4○
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2007 年の報告では、これまでの技術の実用化と普及促

進を主とした新プロジェクトの中間報告と共に、代替燃

料について導入分野やどういった使われ方となるかを記

している。普及に関する記述では、CO2 低減を課題とし

たときに、「短中期的に石油系燃料の一部を CO2 排出量

のより少ない特性を有する非石油系燃料により代替しつ

つ、長期的には「再生可能エネルギー」への転換を進め、

「自然と調和した持続可能な社会」を形成していく必要が

ある」とした概念を説明したうえで、各種燃料の特徴と

技術的課題および研究の方向性と今後の展開について記

し、いずれの燃料種についても引き続き発展してくため

の方法を示した。 

また、この年は CO2排出削減を主体に記述が進められ

ており、日本における一次エネルギー消費量シナリオ（図

2）について紹介している。CO2排出を 70%削減するため

のシナリオを例として各種燃料の割合が示されている。

ここでは原子力の構成比率が高めであるのが特徴的に見

える。さらに、プロジェクト報告まとめにおいて、地球

温暖化対策に関して気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）の最新報告があったことを記し、これまでに主

として進めてきた低排出ガス技術の進展と共に燃費改善

（CO2低減）が重要課題であると記した。 

2009 年の報告では、技術的な報告はなく図 3 に示すよ

うなエネルギー源と燃料および動力システムの関係を示

し、CO2 排出をほぼセロとするための代替燃料の導入分

野について、大型車両に限らず走行距離などの車両の特

徴、排出ガスなどのエンジンの特徴を踏まえ具体的に記

している。また、代替エネルギーとしては天然ガスやバ

イオマスからの改質で得られる燃料種が多種ありこれら

を利用するときに排出されるCO2および消費エネルギー

を比較して低炭素化に対する有効性を記した（図 4）。 

2010 年の報告では、2009 年の報告内容にプラスして代

替燃料の環境性能の実験データを用いて熱効率、PM 排

出、CO2排出の相対的な関係を示し（図 5）、代替燃料自

動車をどういった用途で使用すべきか将来に向けた提案

を行っている。 

本研究所でのこれまでの報告では排出ガスやCO2に関

する課題の提起に始まり、その対策技術の開発状況や評

価の報告、さらに車両特性から実際にどういった分野（用

途）で使用すべきかの考察、製造から使用までの効率の

比較検討など、低炭素社会へ向けた方向性の提案を行っ

てきた。こうした技術動向の見通しは記述してきたが、

実際の普及見通しの予測は難しい。 

Figure.4 GHG 排出量と全エネルギー消費効率２）

（2009年報告資料より） 
Figure.2 日本における CO2排出 70%削減を

可能とするエネルギー構成例１）（2007年報告資料より） 

Figure.3 エネルギー資源と自動車用燃料および動力
システム（2009年報告資料より：当研究所員が独自に作成） 

Figure.5 新燃料自動車の適用範囲
（2010年報告資料より：当研究所員が独自に作成） 

 

 

３．エネルギーセキュリティーと総合効率 

第 2 章では、これまでに行ってきた報告内容を参照し、

次世代車両の技術開発動向や代替燃料について排出ガス

やCO2排出特性ならびに車両の適用範囲の考察や提案を

述べてきた。本章ではこれまでに述べきれていないセキ

ュリティーや車両の総合効率から見える次世代車両の方

向性について述べる。本調査で用いる総合効率は、

Well-to-Wheel（WtW）におけるエネルギー消費率を示す。 

3.1. エネルギーセキュリティー 

代替燃料のこれまでの報告では、代替としての技術的

方法の意味合いが強く、将来的な原油枯渇問題やオイル

ショックまたは震災などの非常時に対するセキュリティ

ーの意味合いは少ない。現在、自動車用燃料のほぼすべ

てが石油由来のガソリンと軽油であるため、石油依存度

の低減はセキュリティー向上の上で喫緊の課題である。 

重量車に対応する代表的な代替燃料の燃料インフラ、

燃料量、車両の生産数、燃料単体および WtT の CO2排出

率について表 2(左)に示す。なお、各項目について記号を

用いて軽油との相対関係を記した。「燃料量」については

天然ガスと LPG の生産量が多い。その他の燃料の生産量

はごく僅かであるが、DME、GTL、水素などは天然ガス

やその他の燃料源から製造が可能であるため、燃料の多

様化としては有効である。「インフラ」についてはタクシ

ーでの利用が多い LPG が比較的多い（約 1900 箇所３））。

続いて天然ガスが多く（314 箇所４））これらの利用がセ

キュリティーに有効であるが絶対数は少ない。LPG イン

フラは大型車乗り入れ対応の必要箇所が多い。DME は

LPG と特性が似ているとされるが、実際は LPG インフ

ラをそのまま使用できない。GTL や BDF は軽油との混

合を前提とすれば現状の軽油インフラが利用できる。 

 

このように代替燃料に関して、多様化はこれまでにも

報告があったように技術的問題はおおむねクリアされて

きている。一方で、生産量と供給設備数としてのセキュ

リティー向上の取り組みが引き続き必要である。近々の

情勢としてはシェールガス革命の動向を鑑みると天然ガ

スの利用がキュリティーとして効果的であると考える。 

3.2. 総合効率 

代替燃料車の導入により排出ガスやセキュリティーの

向上が技術的に行えることは記したとおりである。しか

しながら、図 4 で示したように WtW で CO2排出量が軽

油に対して増加する燃料を使用すると、セキュリティー

は向上できても低 CO2 化にはならない。この値は 2007

年作成であるため、最新の技術動向を踏まえて算出され

た 2011 年の WtW 値５）を表 2(右)に示す。バイオマス由

来のBDFはWtWでCO2排出を大幅に減らすことが可能

である。水素も CO2 排出を大幅に低減可能であるが、

WtTで示されるように燃料製造過程を上手に選択する必

要がある。これら BDF と水素は生産量やインフラの改善

によりセキュリティー向上と低CO2化の両立が可能であ

る。天然ガスもバイオマスや水素に次いで CO2排出低減

に有効であり、供給量としてはセキュリティーへの有効

性が高く前項で記したようにインフラの改善によって低

CO2化との両立が可能である。DME や GTL は製造過程

においてエネルギーを多く消費しCO2排出が軽油よりも

増加する結果となることから、製造技術の改善またはバ

イオマスからの生成によりセキュリティーの向上と低

CO2 化の両立が可能である。また、エネルギー消費が多

いことからコスト高になるためコスト低減に向けた取り

組みが必要である。なお、水素はエネルギー密度を考え

ると燃料電池の利用が想定されるがトラックでの実用化

はまだ遠いとされる。 

ｲﾝﾌﾗ 量

◎ ◎ ◎ ● 72.3 1.00 ○ 8.7 1.00 ● 132.0 1.00 ● 1.84 1.00

▲ △ ▲ △ 66.3 0.92 △ 17.4 2.00 △ 136.4 1.03 ▲ 2.46 1.34

▲ ▲ (軽油車） ● 70.7 0.98 △ 20.8 2.39 ▲ 149.1 1.13 ▲ 2.71 1.47

パ ▲ ▲ ◎ -66.8 -7.68 ◎ 15.4 0.12 ○ 1.80 0.98 パ

廃食 △ △ ◎ -74.3 -8.54 ◎ 3.1 0.02 ○ 1.68 0.91 廃食

CNG ● ○ ○ CNG

LNG ▲ ○ ▲ LNG

○ ● ● △ 66.1 0.91 ● 11.2 1.29 ● 130.6 0.99 △ 1.93 1.05

天 ▲ 108.4 12.46 ○ 79.1 0.60 ◎ 1.38 0.75 天

太 △ 19.3 2.22 ◎ 14.0 0.11 ◎ 1.15 0.62 太
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４．普及の現状と課題 

代替燃料を用いた次世代大型車の技術開発と実証評価

が 2010 年頃までに一段落し、これまで完了している車種

も含め現在これら次世代車両は普及段階にあると考えら

れる。2009 年時点における次世代トラックの保有台数４）

６）を図 6 に示す。なお、京都市などで BDF を用いた実

証試験が実施されているトラックやバスが 229 台ある

８）、このほか DME 車など実証評価段階の車両もあるが

含めていない。EV 車、ハイブリッド車を除く代替燃料

車はおよそ 5 万台ある。2009 年時の全国の自家用及び営

業用貨物自動車の保有台数が約 236 万台７）であることか

ら 2009 年の普及率は約 2%であり、4 年後の 2013 年時点

においても大幅に増加しているようには感じない。 

代替燃料次世代トラックの普及が低迷している理由と

して、既述内容を含め以下の要因が考えられる。 

燃料供給量が少ない、燃料が高い、インフラが少ない、

航続距離が短い、燃費が悪い、車両価格が高い、である。 

これらの要因により製造者、購入者が普及に対して消

極的になっているものと思われる。「燃料供給量」や「燃

料価格」については天然ガスや LPG は比較的安価である

が BDF は技術進歩や輸入量増加などにより生産コスト

の低減が課題である。このうち天然ガスは非在来型とさ

れていたシェールガスが増産されることからその影響が

期待される。「インフラ」については、天然ガスや水素ス

タンドを既存ガソリンスタンドとの併設が行いやすくす

るなど規制緩和による建設コスト低減が課題である。「航

続距離」については都市間輸送の車種で燃料タンクの増

設で対応しているがコスト増加が課題である。ただし、

CNG は技術的改良を含め LNG 化すると同一容積で長距

離化が可能である。「燃費」について、天然ガスエンジン

の熱効率改善技術が向上していることからそうした技術

への移行が課題である。「車両価格」については、乗用車

ほどに生産台数が多くないためコスト削減が難しいとい

う問題や、CNG タンクは海外の基準を用いると価格を抑

制できるなどインフラ同様に技術基準の規制緩和が課題

である。一方、規制緩和とは逆に排出ガス規制のように

代替燃料の部分的導入を定めるなどセキュリティー向上

に向けた量的規定も必要である。規制緩和についてはい

くつかの機関で検討を始めており、安全を維持しながら

の普及促進が期待される。このほか国や各協会などでは

補助金の助成により普及を促しており、既述した規制緩

和と並んで普及促進が期待される。 

 
５．まとめ 

代替燃料を用いた次世代大型車両の普及低迷の要因と

これを踏まえた大型車両に関する技術研究の方向性につ

いて調査を行ない普及に対する課題をまとめ今後の方向

性について検討した。 

(1) 国主導のプロジェクト等により代替燃料を用いたエ

ンジン技術は概ね完成している。今後はさらなる熱効

率向上技術の開発やコスト削減の取り組みと助成によ

り、導入者に対して購入意欲が湧く提案が必要である。 

(2) 規制緩和や助成などにより、製造者に対して製造意

欲が湧く提案が必要である。 

(3) 代替燃料増加のため、量的規定の検討が必要である。 

(4) 現状の技術レベルとセキュリティー向上および大幅

な CO2抑制のバランスを考え、短期的・中長期的に多

様な代替燃料および代替燃料車両の導入促進計画が必

要である。現在の技術レベルとして、短期的には天然

ガスが効果的と考え、数十年先の中長期では技術向上

によりバイオマス（BDF、GTL、DME など）や水素（EV、

燃料電池）による燃料の多様化が有効であると考える。 
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 走行状況を考慮した電動車の CO2排出量の評価法に関する検討 

 
 

環境研究領域   ※新国 哲也、奥井 伸宜、小林 雅行、小鹿 健一郎 
 
 

１．はじめに 
電気自動車(EV)やハイブリッド車(HEV)は、従来の

内燃機関自動車に対して高い環境性能（例えば低排出

ガスや省エネルギーなど）を有する自動車として注目

されてきた。これらの自動車には制動時に走行エネ

ルギーを電力として回生し、次の走行に利用すること

で燃料や電力の消費を抑える技術が用いられてい

る。燃料や電力の使用量が減れば CO2排出量の削減に

つながる。 

適度な加減速の頻度がある市街地走行では回生に

よる省エネルギーの効果が高まるが、速度の変化が

少ない高速道路などでは回生の頻度が低下し十分な

効果が得られなくなる可能性がある。結果として CO2

排出量は交通状況に強く影響を受けると考えられる。

そこで EV と HEV を、都市内と郊外を模擬した 2つの

車速パターンで走行させ、車速パターンが CO2排出量

に与える影響を実験的に調査するとともに、走行状態

を反映したCO2排出量評価の方法について検討する。 

２．CO2排出量への走行状況の反映方法 

都市内の走行を想定した車速のパターンと郊外の

走行を想定した車速のパターンの 2 条件で、CO2排出

量にどの程度の差が生じるかを調査した。具体的な

方法として、JC08 (1)の低速部分と高速部分を切り出

して作成した 2 つのパターン（都市内走行模擬：図

1、郊外走行模擬：図 2）で実車を走行させて、CO2排

出量を比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 都市内走行模擬パターン 

 

 
 
 
 
 

図2 郊外走行模擬パターン 

３．実験方法 
実験には市販のHEVと EVを用いた（図3）。実験車

はシャシーダイナモメータに設置され、HEVについて

は一定速走行で暖機を行った後、図1及び図2の走行

模擬パターンで車両を駆動し、テールパイプからの

排出ガスを計測した。EV でも条件を揃えるため一定

速走行した後、同じ走行模擬パターンで車両を駆動

し、駆動用バッテリ電力を計測した。EV では駆動用

バッテリが出力した電力量と発電に関する CO2排出係

数0.55kg/kWh(2)によりCO2排出量を算出した。(なお、

この調査では充電時の電力損失等は考慮されない） 
実験車(HEV)仕様 
車両重量 1410kg 

総排気量又は 
定格出力 

1.79L 

定員 5名 
 

実験車(EV)仕様 
車両重量 1520kg 

総排気量又は 
定格出力 

80kW 

定員 5名 

図 3 実験車両の仕様 

４．結果 
図1及び図2に示したそれぞれの走行模擬パターン

でHEVおよびEV実験車を試験した結果、1kmあたりの

CO2排出量は表 1に示す通りとなった。EVと比較して

HEV では、走行模擬パターンに対する CO2排出量の変

化が顕著となった。このような違いについて検討す

るため、走行模擬パターン別に両車両での車速と CO2

排出量の変化を比較した（図4、図5）。なおEVでは

駆動用バッテリ電力を基に算出したため、電力回生が
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高速域 中速域 


